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1.  平成23年3月期第3四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年12月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

（注）「１株当たり純資産」は普通株式に係る情報であるため、普通株式よりも残余財産分配請求権が優先的な株式の発行金額7,000百万円を期末の純資
産から差引いて計算しております。 
 

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

23年3月期第3四半期 92,549 36.3 9,113 212.4 7,990 421.8 8,990 570.6
22年3月期第3四半期 67,883 △55.4 2,917 △83.1 1,531 △89.6 1,340 △90.5

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

23年3月期第3四半期 29.79 25.54
22年3月期第3四半期 4.44 3.59

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

23年3月期第3四半期 132,996 40,231 30.2 109.71
22年3月期 118,281 31,884 27.0 81.94

（参考） 自己資本   23年3月期第3四半期  40,112百万円 22年3月期  31,884百万円

2.  配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無  無  
 

年間配当金

第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

22年3月期 ― ― ― 2.00 2.00
23年3月期 ― ― ―

23年3月期 
（予想）

2.00 2.00

3.  平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 
（％表示は、対前期増減率）

（注）当四半期における業績予想の修正有無  無  
※１．上記業績予想値は、前回（10/22）公表した予想値と変更ありません。詳細は、【添付資料】２ページ「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧下さ
い。 
※２．「１株当たり当期純利益」の算定においては、優先株式の予想配当額を予想当期純利益から差引いて計算しております。なお、優先配当について
は、優先株式の要項に基づく所定の算式による金額となりますが、現時点においては算定の基礎となる株式数が確定していないため、平成22年12月末現
在の株式数により、予想配当額を計算しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 128,500 35.4 12,100 103.7 10,000 139.4 10,000 107.5 32.67



(1) 当四半期中における重要な子会社の異動  無  

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

(2) 簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  有  
（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

(3) 会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

（注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表
示方法等の変更の有無となります。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きの対象外であり、この四半期決算短信の開示時点において、金融商
品取引法に基づく四半期報告書のレビュー手続きを実施しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
 本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報および合理的であると判断する一定の前提に基づいてお
り、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。 

4.  その他 （詳細は、【添付資料】３ページ「その他の情報」をご覧ください。）

新規 ―社 （社名 ）、 除外 ―社 （社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有

② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期3Q 302,349,449株 22年3月期  302,349,449株

② 期末自己株式数 23年3月期3Q  526,030株 22年3月期  521,435株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期3Q 301,826,556株 22年3月期3Q 301,832,884株



 普通株式と権利関係の異なる種類株式に係る１株当たり配当金の内訳は以下のとおりであります。 

 （注）１．配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

    ２．当社が発行するＣ種優先株式の１株当たり配当金については、優先株式の要項に基づく所定の算式により 

      5.025円となりますが、当社はＣ種優先株主である株式会社三井住友銀行と、平成23年６月に開催される 

      定時株主総会の前営業日までに全株取得することで合意しており、期末配当基準日である平成23年３月31 

      日において配当対象となるＣ種優先株式の有無が確定していないため、未定として記載しております。 

  

種類株式の配当の状況

  １株当たり配当金 

      （基準日） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 年間 

  円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 円  銭 

Ｃ種優先株式           

 22年３月期 － － －  5.47  5.47

 23年３月期 － － － ――― 
未定 

 23年３月期（予想） ――― ――― ――― 未定  
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日～平成22年12月31日）におけるわが国経済は、第２四半期までは

自律的回復に向けた動きが見られたものの、第３四半期に入り、足踏み状態となりました。一方、先行きについて

は、海外景気の下振れ懸念や為替レートの変動など景気の下押しリスクがあり、依然として不透明な状況となって

おります。 

 このような状況のもと、当社グループは、主要顧客である高炉メーカーの粗鋼生産が堅調に推移し、コークスの

需要が旺盛であったことから、当第３四半期連結累計期間の連結売上高は、前年同期比246億６千６百万円増加の

925億４千９百万円となり、利益面では、連結営業利益は、前年同期比61億９千５百万円増加の91億１千３百万

円、連結経常利益は、前年同期比64億５千９百万円増加の79億９千万円、四半期純利益は、前年同期比76億５千万

円増加の89億９千万円となりました。 

  

（セグメントの概況） 

 石炭・コークス関連事業につきましては、前述の理由などにより、売上高は、前年同期比232億５百万円増加の

806億２百万円、営業利益は56億６千２百万円増加の99億８千１百万円となりました。  

 総合エンジニアリング事業につきましては、売上高は前年同期比14億５千５百万円増加の86億８百万円、営業利

益は１億６千８百万円増加の３億６千万円となりました。 

 その他につきましては、 売上高は６百万円増加の33億３千８百万円、営業利益は８千９百万円増加の１億９千

８百万円となりました。  

  

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

 当第３四半期連結会計期間末の総資産は、前連結会計年度末に比べ147億１千４百万円増加の1,329億９千６百万

円となりました。増減の主なものは、原材料及び貯蔵品の増加51億１千７百万円、受取手形及び売掛金の増加41億

２千４百万円、流動資産「その他」の増加22億６千２百万円などであります。 

 当第３四半期連結会計期間末の負債は、前連結会計年度末に比べ63億６千７百万円増加の927億６千４百万円と

なりました。増減の主なものは、支払手形及び買掛金の増加56億６千４百万円、未払法人税等の増加10億８千１百

万円、環境対策引当金の増加８億２千３百万円、長期借入金の減少８億５千６百万円、短期借入金の減少７億６千

５百万円などであります。 

 当第３四半期連結会計期間末の純資産は、利益剰余金の増加などにより、前連結会計年度末に比べ83億４千７百

万円増加の402億３千１百万円となりました。  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 当社は、平成22年10月22日公表の「業績予想の修正に関するお知らせ」において、「第４四半期の原料炭価格お

よびコークス販売価格に関しては、第３四半期価格レベルと同価格レベルで算定していること、また、今秋に予定

されている商事仲裁（平成21年10月20日公表）裁定結果が判明していないことから、影響分について織り込んでい

ないこと」を前提として通期業績予想を公表しました。 

 その後、第４四半期の原料炭価格が決定し、コークス販売価格についても一定の見通しを得るに至りました。ま

た、昨年末からの豪州の豪雨により原料炭の調達に一部影響が出ておりますが、代替炭の調達など、コークスの生

産・出荷に支障ないよう努めております。従って、通期業績に大きな変動はない見込みであり、今回の平成23年３

月期の連結業績予想値は、前回（平成22年10月22日公表）の予想値と変更ありません。 

 なお、未だ、商事仲裁裁定結果が判明していないことから、その影響分については織り込んでおりません。  

     

１．当四半期決算に関する定性的情報

                                        



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

 なお、重要な子会社には該当いたしませんが、連結子会社であった株式会社九州ビルシステムは、第１四半期連

結会計期間において当社が所有する同社株式の全部を売却したため、連結の範囲から除外しております。 

 また、連結上の重要性の観点から、第１四半期連結会計期間より日本パワーグラファイト株式会社およびMM 

RESOURCES PTY LTD.を、当第３四半期連結会計期間より三池港物流株式会社を、それぞれ連結の範囲に含めており

ます。  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

  一般債権の貸倒見積高については、当第３四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定

 したものと著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末の貸倒実績率等を使用して算定しておりま

 す。 

  

 棚卸資産の評価方法 

  当第３四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、第２四半期連結会計期間末の

 実地棚卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。 

  

②四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理 

 該当事項はありません。  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

 ①資産除去債務に関する会計基準の適用 

  第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月31 

 日）および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31日）

 を適用しております。 

  これにより、営業利益および経常利益はそれぞれ32百万円減少し、税金等調整前四半期純利益は112百万円減 

  少しております。 

  

 ②企業結合に関する会計基準等の適用 

  当第３四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26 

 日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等に係

 る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基準」（企

 業会計基準第７号 平成20年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平成20年12月26

 日公表分）および「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10

 号 平成20年12月26日）を適用しております。 

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。  

  

２．その他の情報

                                        



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 5,831 4,510

受取手形及び売掛金 11,618 7,494

商品及び製品 10,773 9,223

仕掛品 1,027 759

原材料及び貯蔵品 11,296 6,178

その他 6,310 4,048

貸倒引当金 △21 △26

流動資産合計 46,836 32,187

固定資産   

有形固定資産   

機械装置及び運搬具 53,425 53,620

減価償却累計額 △31,084 △30,164

機械装置及び運搬具（純額） 22,341 23,455

土地 42,231 42,005

その他 23,566 23,440

減価償却累計額 △13,950 △13,607

その他（純額） 9,615 9,832

有形固定資産合計 74,188 75,294

無形固定資産   

その他 564 610

無形固定資産合計 564 610

投資その他の資産   

その他 11,424 10,203

貸倒引当金 △17 △14

投資その他の資産合計 11,406 10,189

固定資産合計 86,159 86,093

資産合計 132,996 118,281

                                        



（単位：百万円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 17,561 11,896

短期借入金 48,233 48,998

未払法人税等 1,224 142

賞与引当金 450 768

関係会社整理損失引当金 879 1,009

不適切取引損失引当金 705 705

資産除去債務 80 －

その他 5,705 4,841

流動負債合計 74,839 68,362

固定負債   

長期借入金 8,851 9,707

退職給付引当金 4,768 4,751

役員退職慰労引当金 171 215

環境対策引当金 3,526 2,703

資産除去債務 282 －

その他 325 657

固定負債合計 17,925 18,034

負債合計 92,764 86,396

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,000 7,000

資本剰余金 1,750 1,750

利益剰余金 31,455 23,290

自己株式 △93 △93

株主資本合計 40,111 31,947

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 23 22

繰延ヘッジ損益 △21 △35

為替換算調整勘定 △1 △49

評価・換算差額等合計 0 △63

少数株主持分 119 －

純資産合計 40,231 31,884

負債純資産合計 132,996 118,281

                                        



（２）四半期連結損益計算書 
（第３四半期連結累計期間） 

（単位：百万円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 67,883 92,549

売上原価 60,484 78,524

売上総利益 7,398 14,024

販売費及び一般管理費 4,480 4,911

営業利益 2,917 9,113

営業外収益   

受取利息 103 88

為替差益 256 281

助成金収入 130 －

その他 82 171

営業外収益合計 572 541

営業外費用   

支払利息 1,162 1,029

その他 796 634

営業外費用合計 1,958 1,664

経常利益 1,531 7,990

特別利益   

固定資産売却益 141 3,343

その他 11 59

特別利益合計 153 3,403

特別損失   

賃貸借契約解約損 165 －

環境対策引当金繰入額 － 823

その他 348 604

特別損失合計 514 1,427

税金等調整前四半期純利益 1,170 9,965

法人税、住民税及び事業税 94 1,159

法人税等調整額 △265 △183

法人税等合計 △170 976

少数株主損益調整前四半期純利益 － 8,989

少数株主損失（△） － △0

四半期純利益 1,340 8,990

                                        



 該当事項はありません。  

  

〔事業の種類別セグメント情報〕 

 前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

  

〔所在地別セグメント情報〕  

 前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

  本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情報の

 記載を省略しております。 

  

〔海外売上高〕  

 前第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日）  

  海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

  

（３）継続企業の前提に関する注記

（４）セグメント情報

  
石炭・コークス
関連事業 

(百万円) 

総合エンジニア
リング事業 

(百万円) 

その他事業
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結
(百万円) 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  57,396  7,153  3,332  67,883  －  67,883

(2)セグメント間の内部売上高

又は振替高 
 30  807  138  976  (976)  －

計  57,427  7,960  3,471  68,859  (976)  67,883

営業利益  4,319  192  108  4,620  (1,702)  2,917

                                        



〔セグメント情報〕 

 １．報告セグメントの概要 

   当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会が、経営

  資源の配分の決定および業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

   当社グループは、取扱製商品・サービスの類似性等に基づいて事業を区分しており、各事業部門は主体的 

  に、取り扱う製商品・サービスについて包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

   したがって、当社グループは、製商品・サービス別のセグメントから構成されており、「石炭・コークス関

  連事業」「総合エンジニアリング事業」の２つを報告セグメントとしております。  

   「石炭・コークス関連事業」は、コークスの製造・販売、石炭の販売を行っております。「総合エンジニア

  リング事業」は、化学装置・機器等の製造・販売およびメンテナンスや産業廃棄物の収集・運搬および処理等

  を行っております。 

  

 ２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

   当第３四半期連結累計期間（自平成22年４月１日 至平成22年12月31日）  

（注）１．「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、運輸荷役事業、不動産販 

     売・賃貸事業等を含んでおります。 

   ２．セグメント利益の調整額△1,427百万円は、セグメント間取引消去△16百万円、各報告セグメントに配分 

     していない全社費用△1,411百万円であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理 

     費であります。 

   ３．セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。  

  

 （追加情報） 

  第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21

 年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

 平成20年３月21日）を適用しております。  

  

 該当事項はありません。  

  

    （単位：百万円）

  

報告セグメント

その他

（注１） 
合計額 

調整額 
（注２）  

四半期連結損

益計算書計上

額（注３） 
石炭・コーク
ス関連事業 

総合エンジニ
アリング事業 計

売上高               

(1)外部顧客に対する売上高  80,602  8,608  89,210  3,338  92,549  －  92,549

(2)セグメント間の内部売上 

   高又は振替高 
 －  656  656  286  942  △942  －

計  80,602  9,264  89,866  3,625  93,492  △942  92,549

セグメント利益  9,981  360  10,342  198  10,540  △1,427  9,113

（５）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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